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国際産業調整について＊
小
?
正 雄
1 序
産業調整を国際的な側面から考えるという国際産業調整の必要性が， OECD
(1979)や梅津他 (1983), その他によって強調されるようになった。 まず産業調
整をどのように考えるかについてであるが，一般的には外生変数が変化したと
き，市場メカニズムによって資源の再配分が行なわれ，その結果，時間ととも
に財の生産量が変化して行くことを意味する。しかし，外生変数の変化があま
りにも大きい場合や，市場メカニズムの機能が低下している場合には，産業の
転換を特定の期間内に行なうことは容易でない。
ここ数年間に世界各国が直面した多くの変化は，市場メカニズムが吸収し得
る能力をはるかにこえるものであった。今日世界の多くの国は，失業，インフ
レ，貿易赤字といった問題に悩んでいるが，その原因の 1つは，与件の変化が
大きすぎたことと，市場の機能が低下したために，資源配分，したがって産業
調整が十分行なわれなくなったからである。
産業調整の問題は，以前から産業組織論や貿易政策論の分野でとりあげられ
てきていたのであるが， 1970年代に入って， NIC諸国の追い上げが進み，先
進国間の貿易磨擦が深刻化するにつれて，国際産業調整，つまり国際的な側面
から産業調整を進める必要が生じてきた。しかしとりわけこのような分析が必
要とされるのは， SpecificCapitalの国際的な移動によって産業調整を進め
＊佐藤真人，田中茂和両氏より有益な批判を得ました。謝意を表します。
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ようとする傾向がみられはじめたことによる。つまり．；最近では一国内の産業
部門間における資源（要素）の再配分を短期間で行なうのは容易でないので， そ
れに代えて外国から特定の部門に specificな資本を受入れることによって，
産業調整をしようとする新しい傾向がみられるようになったのである。
周知のように，従来の国際経済学のモデルでは，生産要素は国内的には産業
部門間を完全に移動するが，国際的には全く移動しないものと，仮定されてき
た。 しかし今日では，特定の産業部門における SpecificFactorの国際的な
移動は，一国内の産業部門間における生産要素の移動よりも，むしろ容易にな
ってきているのである。いうまでもなく，生産要素はひとたび特定の部門で用
いられれば，何らかの specificityを持つことになり， したがってそれを他の
産業部門で用いるようにするためには，かなりの時間とコストがかかるのであ
る。これに対して，ー国のある特定部門で用いられていた生産要素を他国の同
じ部門で用いる場合には，そのような時間とコストはかからないであろう。つ
まり，国内における異種業種間での資源配分は容易でないのに対して，同一業
種間での国際的な資源配分は容易になってきているのである。
生産要素の国際的な移動を考慮して産業調整の問題をとりあげた研究として
'は，すでに小島清(1977)や池本清(1975)があり，また国際資本移動に関する内
外の多くの研究は，多少ともこのようなトビックスを扱っているのである。こ
の中，小島清(1977)はヘクシャー・オリーン・モデルを用いて，貿易促進的な資
本移動のあり方を求めているのに対して，池本清(1975)は， SpecificFactor 
モデルによる国際的な産業調整の分析を試みている。他方，小国モデルで，財
価格などの変化によって，一国内で生産要素がどのように再配分され，したが
って，一国内の産業調整がいかに行なわれるかについては， Mayer(197 4)や
Okuguchi(l976), その他の研究がある。
以下，次のような点をとりあげることにする。第 1に，産業調整というの
は，生産要素の再配分によって，財の生産量が時間とともに変わるということ
であるが，それを小国モデルについて考える。そして資源の再配分能力が低下
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してきていることが，産業調整の基本的な問題であるので，産業調整策という
ものが考えられるとすれば，それは資源の再配分能力を高めるような政策であ
ると考えることができる。その点を，小国モデルを用いて考える。第2に， 2 
国モデルを用いて， SpecificCapitalの国際的な移動による国際産業調整，ぉ
よび積極的な国際産業調整の意味を考えることにする。いずれにしても，産業
調整は要素市場不均衡の調整プロセスに関係し七いる。
2 国内産業調整
資源の再配分を必要とさせる外生変数として何を考えるかは，結局どのよう
なモデルを作るかによる。最初に小国のモデルを仮定して，財価格の変化が国
内の資源配分，したがって国内産業調整に与える効果をとりあげる。そして資
源再配分能力の低下や産業調整策をどのように考えるべきかを検討する。
いま封鎖経済下の自国が，資本K,労働Lを用いて， 2財(1, 2)を生産す
るものとする。通常の新古典派生産関数（一次同次，限界生産力逓減）を仮定し，
完全競争と初期における完全雇用を想定する。封鎖経済の下での第2財の相対
価格を Pとし， W; と r;(j=l,2)を j財部門における賃金率と資本のレン
タルとする。また L;,K; を， i財部門で用いられる労働量と資本量とする。
j財の生産国数を X;=Fi(L;,K;)とすれば，次を得る。
W1 =FL1(Li, K1) (1) 
W戸 PA2(L2,K2) (2) 
r1 =Fx1(L1, K1) (3) 
乃=PFK2(L2,K2) (4) 
ただし， FLi=aF1 /aL;>O, Fx1 =aF1 /aK;>Oである。
次に自国が貿易するものとし，所与の交易条件iの下で，自国は第 1財を
輸出して第2財を輸入するものとする。したがって， P>Pである。さて， Pの
}への調整は比較的短期間に行なわれるであろう。 このような財価格の変化
は，産業調整のインセンティプとなるのであるが，実際に産業調整が進行する
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とは限らないのである。，実際に産業調整が行なわれるかどうかを左右するの
が，要素の移動性（産業間）と要索価格の伸縮性である。
まず Pの下落の直後は，しゃ氏は specificで nonshiftableである。
また， Wjや乃も下方に硬直的であると考えられる。 したがって， pの下落
の結果，第2財部門で労働と資本の不完全利用の状態が生ずることになる。し
たがって， pが下落した直後では，第 1財の生産量はもとのままで，第 2財の
生産量が低下するという形の産業調整が行なわれる。 9 
次に，要素価格が flexibleになれば，要素の不完全利用は W2, 乃を引下
げるように作用する。それ故に w1>w2,r1>乃となり，産業部門間の要素移
動のインセンティブが生ずることになる。要素移動のメカニズムは
dL1/dt=¢L(W1 -wふ免(0)=0,'PL120 (5) 
dK1/dt=転(r亡乃），む(0)=0,蛉':ZO (6) 
で与えられる。
ここでの要素移動のメカニズムで特徴的なことは， (5)(6)で虹':ZO,'PK120,
つまり，虻=0,'PK1=Oの可能性を考慮しているということである。 これに
よって， SpecificFactorを考慮することができるのである。つまり，要素価
格が flexibleとなり， 産業部門間で要素価格差が生じても， それによって直
ちに生産要素が移動するとは限らないのである。¢ヽ=Oでむ'=0の場合，
資源の再配分は全く行なわれず，再配分能力はゼロである。またいずれか一方
が成立する場合には， その要素が SpecificFactorとなり，資源の再配分は
部分的にしか行なわれない。 したがってまた， 産業調整は全く行なわれない
か，部分的にしか進行しないことになる。虹’または蛉＇がゼロの場合， 労
働ないし資本が specificfactorになり，逆に 'PL'=<pぷ=ooの場合には，通
常のヘクシャー・オリーンモデルになり，産業調整は完全に瞬時的に行なわれ
ることになる。したがって，ヘクシャー・オリーンモデルの場合は，産業調整
の問題はそもそも生じないのである。それ故に産業調整策の課題は，ゼロに近
い虹＇ゃ蛛’の値を，いかにして引上げるかということになるのである。い
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ずれにしても，産業調整が行なわれるかどうかは，要素価格の伸縮性と要素の
移動性，とりわけ，要素の移動性によっているのである。
さて， (1)~(4)を(5)(6)に代入し，要素価格の伸縮によって完全雇用が成立する
ものとすれば，次を得る。
dL1/dt=¢L[FL1(Li, K1)-PFL2(L-L1, K-:--K,)] (7) 
dK1/dt=蛉[FK'(L,,K1)-PF討(L-L1,K-Ki)] (8) 
長期均衡においては， dLi/dt=dK1/dt=・oであるので，そのような条件をみた
す d氏/dムを求めると，次を得る。
dK1 瓦 I- =-FLL1+PFLL2 >o L1 = 0 FLK1 +pFLK2 (9) 
dK1I . =-F討 +pFKLZ>O
泣 K1=0 FKK1+PFKK2 UO) 
ただし， FLLj<o,FKKj<o, AKj=FKLj>oである。他方生産関数が一次同
次であるから
FLK1=-L1FLL1!K1=-K1FKx1/L1 
FLK2= -L2F. 止/K2=-K2FKK2/L2 
を得る。 Ul)を(9)(10)に代入した上で， (9)からUO)を差引けば，次を得る。
塁•—幽. = PFK~1醒(k1 ―柘）2 = 
'dL1ム=0 dL1氏=O (FKK1+PFKKりCk1FKK1+Pk2FKK2) 
PFKK1FKK2(k1 -kJ2 
― ~・>O 
(1) 
(12) 
U2lから， (9)の傾斜の方が(10)のそれよりも大きいことが知られる。 ただしあ＝
Ki/Liである。
図 1は， (9)(10)およびU2lを図示したもので，完全な要素移動と要素価格の伸縮
性を仮定し得る長期の均衡点が安定的であることを示したものである。図 1で
ム=0曲線は dL1/dt=Oとする氏とムの組合せを示しており，応=O曲線
についても同様である。 i1=0曲線の左上では，ム>O,右下では i1<0であ
り，また瓦=0曲線の左上では瓦<o,右下では K1>0である。両曲線が交
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わる点を Eとすれば， Eが長期均衡点であり，安定的である。 Pの下落によ
って， dLi/dt>O, dK1/ dt>Oとなり，矢印のように両要素共，第2財部門か
ら第 1財部門に移動し，最終的には E点に達するのである。このような要素
の再配分によって，第 1財の生産が拡大して，第2財の生産が低下するのであ
る。
図2
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次に，労働は shiftableであるが，資本は non-shiftableな SpecificCa-
pita.Iモデルの場合，調整プロセスはどうなるであろうか。 この場合，要素価
格は flexibleであると考えてよいので， (5)(6)で， rt,L'>O, 転'=Oのケースに
あたる。 したがって， pの下落に伴なう調整は， 図2の矢印のように， 労働
が第2財部門から第1財部門へ移動することによってのみ行なわれる。したが
って，この場合の生産量の変化，つまり産業調整の大きさは， 両要素共 shif-
tableなケースより小さいことになる。
3 Specific Capitalモデル
次に，国の規模（所得）がほぼ等しい 2国を想定して， SpecificCapitalの
国際的な移動による両国の産業調整を考える。前節では，資本と労働という 2
つの生産要素の再配分による国内調整を問題にした。従来の産業調整は，この
ような側面を問題にするのである。 しかし，前述のように，生産要素の国内
の異業種間の再配分は少なくとも短期的には困難であるのに対して，国際的な
同一業種間の移動は容易になってきているのである。したがって，このような
Specific Factor, 特に SpecificCapitalの国際的な移動が，両国の生産量，
したがって産業調整に与える効果を明らかにする必要である。
さて，貿易と SpecificCapitalの移動による産業調整のプロセスを明らか
にするには，どのようなトゥールを用いるべきであろうか。 Specific Capital 
の移動と産業調整の問題を扱うのであるから，ヘクシャー・オリーンモデルよ
りも， SpecificFactorモデルの方が好ましいし，また要素価格フロンティア
よりも，生産可能性フロンティアの方が優れていると思われる。したがって，
まず最も簡単な SpecificCapitalモデルを定式化し，それに SpecificCapi-
talの移動メカニズムをつけ加えることによって， 国際的な産業調整を考える
ことにする。
いま，自国と外国を考え，第1財と第2財を仮定する。両国には一定の労働
量 Lと，第1財部門に specificな CapitalKi, 第2財部門に specificな
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Capital氏が存在するものとする。完全競争，完全雇用，および一次同次の
生産関数を仮定する。生産関数と需要条件は両国で共通であり，また Lの大
きさも両国で同じものとする。ただし，氏は自国でより多く，逆に氏は外
国でより多く存在するものとする。 このように両国の違いは SpecificCapi-
tal Ki, 氏の存在量の違いだけであるので， 自国について定式化して， Ki,
氏の違いを考慮すればよい。
aij を j 財 (j~l, 2) 1単位の生産に投入される i要素 (i=L,K)量と
し，ふを j財の生産量とすれば，完全雇用の条件は
r:;:J[l [> (13) . 
である。次に賃金率を w,j財部門に specificな資本のレンクルを rjとす
れば，完全競争の下では
『:。・][:]-[l-U 閥
が成立する。ただし， P1=1, P=Pzlかである。また
aij=aij(w/r;) U5l 
である。 aijは W と乃についてゼロ次同次である。
他方需要側については， Djを j財の需要量とし， それが Pと所得 Yの
関数であるとする。，つまり
D;=D;(P, Y) . US) 
Y=X1+PX2 . 閻
である。財市場の均衡式は
D1・=X1 U8l 
である。ただし， U8lの中の 1つは独立でない。以上のモデルで，変数は Xi>
aij, w, r;, D;, p, Yの13個，式もU3l~U8lの13個ある。したがって，パラメ
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ター K;,Lが与えられれば，封鎖経済下の自国モデルが完結する。同様のこ
とは，外国についてもいえるのである。なお，ここでのモデルは，．前節のモデ
ルで資本が特定の部門に specificで non-shiftableである場合に相当する。
次に， このモデルを変形して， pがいかに決定されるか， したがって初期に
おける SpecificCapitalの違いが，比較優位に与える効果を明らかにする。
Specific Capitalの違いが問題であるから， Lは一定とする。まずU3)から，
次を得る。
如Xけん必＝一Ch1如＋伍如）
X1=Ki-aふ
ふ=K2-ax2
ただし，例えば X1=dXi/ふである。また如=LJILである。 U4lから
8L1わ＋吐ふ=sO
0遥 +ox2r2=P
U9l 
(20) 
を得る。ただし， OL;=waL;IP;, Ox;=r;ax; んで，それぞれ j財部門におけ
る労働と資本の分配率を表わす。また(20)については，
釦CJL;+OK;rJK;=O (21) 
という，コスト最小化のための必要条件を用いている。 j財部門における要素
代替の弾力性町を
町＝（知ー如）!w―r;)>O 
とする。 (21)(2)から
如＝一OK;町cw一r;)
CJK;=OL; 町Cwーm
を得る。 (23)をU9)に代入すれば
．＾  ＾如ふ＋伍X2=AL18K1a1(w--:--り+AL28K2a2(Wーを2)
 ＾X1=氏ー8L101(かー r1)
 ＾X戸氏一0年 cw一ク心
を得る0 (24)から
(2) 
(23) 
閥
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＾＾ h1° ふ+lL20ふー(l年 +l年）年ーCh1氏＋んふ）
を得る。 (20)から
斤1=-(}LI心/0x1,炉 (p-0L2W)/0x2
を得る。 (26)を因に代入すれば
わ＝平直+:.t晶＋碍
J 0x2 を得る。ただし，•-[い心い。であるo emを偽）に代入すれば
A (}LI 02 A 
r1=-―(- ＾＾ J(}KI (}K2 崎 +lL1氏+lL2K2]
r2=月（旦知＋知）p-知Ch1Ki+碍））J(}K2 (}Kl 
(25) 
(26) 
(27) 
(28) 
(29) 
を得る。 (27)~け(29)'から，心ーr1_,わーク2を求めて(24)Iこ代入し，ふ，ぷ，ぶーぷを
求めれば，次を得る。
" ()Lia叫 L2" a I a2 " OL1叫L2"応— .J{}Kl()K2 p+ (J如 +J,tL2)氏一万戸2 (30) 
" {)L2が 2AL1" OL2a2h1 " (a2°1 " 
ふ=.dOK1()K2 p- .J{}K2氏+J伍＋ずLl)氏 (31)
＾ ふー X戸＾（伍(OK1AL2+0L2A£1) A 叫L2+0K2叫LI+OL2叫Ll A , .dOK10K2 . ]P -(40K2 ]氏
＋（叫LI+OK1~2:;:+0L101A嘔 {3~
他方， U6lから次を得る。
A A A , 
D戸佑p+e1Y
(3) 
aD1 P・ ＝一aD2 P 
D2=-a~p+e2Y 
ただし， a1=-->O, 叱
ap D1 ap D2 
>Oで，両財の需要の弾力性であり，
an, Y 
e; 万四万>oで， j財需要の所得弾力性である。 (3)から
＾＾＾＾＾ D2-D1=-(aげ屯）p+(e2―e1)Y=-a砂 +(e2-e1)Y (34) 
を得る。ただし， UD=佑＋屯>oで需要の代替弾力性である。 UB)からX2-X戸
D2-D1 を得るので'(32) と (3~から Pを求めれば，次を得る。
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p= 1 {(知+o年 1AL1+OL2叫Ll A 
（砂s) ,:j(}K2 )氏一
(叫+OK1;t:12+0L1叫L2怜+(e己）y} (35) 
ただし， Os=
0102(0L1伍十(}Ll知）
,:j(}Kl(}K2 >Oで，供給の代替弾力性である。
さて，需要パターンが homotheticで釘=e2=l とする。 この場合(35)か
ら，氏の増加は Pを高め，氏の増加は Pを引下げることが知られる。仮定
によって，自国では氏が外国より多く，外国では氏が自国より多く， Lは
両国で同じで一定である。さらに生産と需要に関する条件は両国で等しいと仮
定しているので， (35)から自国は第 1財に比較優位を持ち，外国は第2財に比較
優位を持つことになる。 これがこの SpecificCapitalモデルによる比較優位
に関する結論である。
4 国際産業調整
このような両国が貿易を開始するものとする。 もし財価格が flexibleであ
り，また貿易障害がなければ，両国の財価格比率は，均衡財価格比率（交易条
件）に一致するであろう。いま均衡交易条件をp,外国の記号に＊印をつけれ
ば，自由貿易下のモデルは，この'pにそくして調整が行なわれた自国のモデ
ルU3l~U7l,外国についてのそれ，および}の決定式
局(p)+局*(p)=O (36) 
から成る。ただし， Ejはj財の超過需要を表わす。また(36)の中の 1つは独立
でない。それ故に，自由貿易下のモデルは，式と変数が25個から作られること
になる。図 3はこのような両国の貿易の前後を図示したものである。図 3で，
T1乃， T1*四＊は， Capitalが Specificで non-shiftableな場合の， 自国と
外国の生産フロンティアである。 Uoは，両国に共通の社会的無差別曲線の中
の封鎖経済の下での実質所得水準を表わす。 PとP*は封鎖経済下の両国の価
格比率であり， e。とがはその均衡点である。次に，貿易によって， pとP*
がiになると，均衡点は e1とe,*にシフトする。 このような産業調整は，
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要素価格の flexibilityと労働の移動によって行なわれることになる。 自国で
は労働が第2財部門から第 1財部門に向けて移動し，外国では第 1財部門から
第2財部門に向けて移動することによって，自国で第 1財の生産が拡大し，外
国では第2財の生産が拡大することになる。
このような労働の移動によって， 自国では第 1財の specificな氏のレン
タルれが上昇し，また外国では第2財に specificな氏のレンタル乃＊が
上昇することになる。しかし氏は自国に豊富であり，氏は外国で豊富であ
ると想定されているので，貿易前には r1<r1*,r2>r2*となっているであろ
う。したがって，自由貿易の均衡において， nとr1*,r2とr2*の大小関係が
どうなっているかは， アプリオリには分らない。 しかし一般的には， r;~r戸
であろう。
Specific Capitalの国際的な移動は， pとp*が}に調整される期間より
遅れるものとし，またそれは自由貿易下の乃と rドとの違いによって，次の
ような関係によって行なわれるものとする。
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d元/dt=μ1(r1-r1*), μ1(0)=0, 叫>o
d品/dt=μ2(r2ー が），均(0)=0,西'>O
221 
(37) 
ただし，氏は自国の第 1財に specificな資本の受入れ量にあり，氏は自国
の第 2 財に specific な資本の受入れ量である。もちろん， dえ1/dt=~dK1*!
dt, ・函/dt=-dぷ*/dtである。なお，ここでは吋>O,吋>Oと仮定する。
(5)(6)では等号の場合を考慮することによって，国内の産業部門間における要素
移動が困難である場合も考慮したが， SpecificCapitalの国際的な移動はそれ
よりも容易に行なわれている現実を考えれば， μi'>O,匹'>Oとしてよいであ
ろう。
次に， 9一定の下での SpecificCapitalの国際的な移動が，両国の産業調
整に与える効果を考える。 SpecificCapitalが国際的に移動すれば，両国の生
産フロンティアが変わることになる。そして場合によっては，初期の貿易パタ
ーンが逆転することも生じ得るのである。この点が同一の生産フロンティア上
での財価格の変化による産業調整と異なるのであり，国際産業調整のエッセン
スである。ただし， SpecificCapitalの国内供給量が可変的になれば，生産フ
ロンティアも可変的になる。しかし，ここではそれは一定とする。
前述のように，自由貿易の均衡における乃と乃＊の大小関係については，
アプリオリには分らない。したがって，いくつかのケースに分けて検討する必
要がある。ここではその中の 3つのケースについて考える。
(case 1) r1>r1*で r2く乃＊の場合
この場合， 自国が外国から K1を受入れ，・外国が自国から K2を受入れる
ので，自国の生産フロンティアは， 図4の T1T2から T1'T2'にシフトし，外
国のそれは Ti*四＊から T1*'四＊＇にシフトする。同一の iの下で，両国の
比較優位産業が拡大して， protradeな産業調整が行なわれることになる。小
島清(1977)のいう日本型直接投資である。このことは前節の SpecificCapital 
モデルの(30)(31)で， P=Oの下で氏が増加して氏が減少すれば，ふが増加し
てふが減少するので， protradeな産業調整が自国について行なわれること
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によって知られる。外国でも氏の減少と氏の増加は，ふを減少させて X2
を増加させることになるので， protradeな産業調整が進行することになる。
(case 2) r1<r1*で r2>ゲの場合
この場合，氏は自国から外国に向けて， また氏は外国から自国に向けて
移動することになる。そのような状況が十分続けば，初期の貿易パターンが，
逆転することもあり得る。またこのような ~pecific Capitalの移動が， anti
tradeな生産効果を持つことは， P=Oの下で(30)(31)を考えれば知られる。
(Case 3) r1>r1*, 乃=rlの場合
この場合，氏のみ外国から自国に向けて移動し，自国で protradeな産業
調整が行なわれる。
以上のようなケースも含めて，どのような資本移動のパターンが生ずるかは
一般的には分らない。 それは初期の SpecificCapitalの存在量の違い， pと
p*の変化率，レンタルの Pないし p*に関する弾力性，μ/の値などによる
であろう。
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5 積極的国際産業調
前述のように，われわれのモデルでは自由貿易の下での資本移動のパターン
は，アプリオリには決まらない。しかしこのことは同時に， Specific Capital 
の国際的な移動を促進したり阻害したりするような，何らかの政策を用いるこ
とによって，両国（世界）全体の立場から，産業調整を行なうことができると
いうことを意味するのである。例えば，両国共その比較優位財への Specific
Capitalの受入れに補助金を与えることによって， protradeな生産効果を実
現することができるかも知れない。
さて，池本清 (1980b)や梅津他(1983)によって，国際産業調整という表現が
用いられているが，それがどのような意味で用いられているのは，必らずしも
明確でない。前述のように，産業調整が産業部門間における資源の再配分を意
味するのであれば， 国際産業調整というのは， それを 2国以上の世界につい
て考えるものと解釈することができる。国際的な資源の再配分を行なう方法と
してはいろいろあるが，その最も一般的なものは， Capital, とくに Specific
Capitalの国際移動である。そして，最近では， SpecificCapitalの受入れに
よって，産業調整をしようとする積極的な動きが見られるようになっているの
である。 それは， SpecificCapitalの国際的な移動が非常に容易になってき
ていることと同時に，それが生産可能性曲線そのものとシフトさせることにな
り，したがって産業調整の有力な手段となり得るからである。
さて， SpecificCapitalの移動による産業調整は， SpecificCapitalの移
動の方向と大きさによって，様々なケースに分けることができる。 というの
は，いずれの SpecificCapitalがどれだけ移動するかによって，生産フロン
ティアの形状が異なり， したがって P一定の下での生産量の変化が異なるか
らである。しかしそれらは， Johnson(1962)のバイアス論に従って分類するこ
とができる。仮りに， SpecificCapital移動後の両国の生産点が輸出財の生産
量の増加率を相対的に高めるような場合には，積極的な国際産業調整が行なわ
157 
224 闊西大學『縄清論集」第34巻第2号 (1984年6月）
れたものと考えてよいであろ・つ。逆に，輸入財の生産量の増加率を相対的に高
めるような場合には，消極的な国際産業調整が行なわれるものと考えることが
できる。 もし両財の増加率が同じ場合には， 中立的であるといえよう。 この
中， 第 1と第 3のケースの場合， もし需要パターンが一定であれば P一定の
下で貿易量は必らず増加することになる。しかし第2のケースの場合には，貿
易量は増加することもあり，また減少することもある。
しかし，交易条件一定の下での貿易量の拡大は，当事国，したがって世界の
実質所得を引上げることになる。したがって，比較優位関係を強め，また次々
に比較優位財を作り出すような形で国際産業調整を進めることは，特定の条件
の下では望ましいことである。しかし，ある一国の立場からみた場合には，比
較劣位財の生産の縮少をくいとめるような方向に Specific Capitalの移動を
コントロールする政策を選好することもあり得るであろう。
6 結び
産業調整は基本的には，生産要素市場の不均衡の調整プロセスに関係してい
る。したがって，国際産業調整ということであれば，それは生産要素の国際的
な移動による生産調整であると考えることができる。そして問題の性格から，
それは dynamicに扱われる必要がある。 ここでは， そのための 1つの考え
方を提示したにすぎない。
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